
単位

千円

千円

千円

区分

区分

うち

県ＯＢ

４-①．中期経営計画における改善に向けた取り組みの方向性(H24～H28）

　継続的に経費節減の努力を行うとともに、新たに魚食普及等の事業を実施することで対象者を拡大し豊前海漁業の振興と
発展を図ることで、県民への食料（水産物）の安定供給に寄与する。

1名

- - - -

1名

1名

-

-

-

1名 1名

-

1名

-

増減なし

H26.4.1

1名 1名 1名 1名

13,08817,221

4,749

-

1名

３．県関与の状況

増減の主な理由

出資額

常勤役員数 1名 1名 1名 1名

16,082

H28.4.1

理事長　小林　信

常勤役員名

H24.4.1 H25.4.1 H29.4.1H27.4.1

資源管理型漁業推進助成金等

４-②．中期経営計画における改善目標の達成状況

合計

-

1名

嘱託（常勤・非常勤）等・臨時
職員数

-

1名

- -

県　 O　 B

県　派　遣

H26

- - -

6,100千円6,100千円

プロパー

1名常勤（正規） 1名

主な出資者

北九州市

本県市町村

別紙に記載

県出資額

出資割合

県出資割合 60.8%

出資総額

125,000千円

1名

H27

18,821

4,863

34,736

5,084

資源管理型漁業の推
進及び先進的技術導
入事業

　抱卵ガザミの放流・クルマエビ囲い網事業及び養殖・畜養技術に関する研究活動、講習会の実施等
に要する経費を助成する。

1,235,000千円

事業名

漁業者の育成等に関
する事業

　漁協及び漁協青壮年部が実施する技術講習会等に要する経費を助成する。

漁協組合長会

団体名

所在地

（公財）福岡県豊前海漁業振興基金

京都郡苅田町磯浜町１－２－６　豊前海水産会館２階

設立年月日 平成6年3月15日

-

－

-

-

1名1名

-

1名

事業実績に関する情報

種苗中間育成放流助成金

100,000千円 4.9%

現状の主要事業の内容

H26

24,339

H25

16,260

H24

28.1%570,000千円

　福岡県豊前海の栽培漁業及び資源管理型漁業の推進等に関する事業を行い、豊前海漁業の振興と発展を
図ることにより、地域漁業の経営安定向上と県民生活に不可欠な食料の安定供給に寄与する。

事業内容

　クルマエビ、ガザミ等の種苗購入、中間育成施設における育成及び放流に係る経費の助成並びに
中間育成施設の改修経費を助成する。

H28 備考

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1

11,586 14,524

－

H26.4.1

２．団体の組織・人員情報

－

常勤

備考

19,976

5,124

H28

設立目的等

H25

人的支援　（常勤役職員再掲） H24.4.1 H25.4.1

H24

6,100千円

-

財政支出

貸　付　金

5,887千円

5,084

代表者名

漁業者の育成等に関する事業

1名

経営評価シート

栽培漁業の推進に関
する事業

１．団体の基本的情報

2,030,000千円

6.2%

6,100千円

- - - -出　資　金

委　託　料

補助・負担金

- - - -

-

-

H27

-

sheet 1



単位

千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

県損失補償債務残高 千円
千円

千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

％
％
％
％
％

％

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、数式による算出値と表示が一致しない場合がある。

　栽培漁業推進事業、資源管理型漁業推進事業をはじめとする各種事業を着実に展開し、豊前海の漁業の振興に寄与し
た。
　事業実施に必要な収入は基本財産等の運用で賄われており、今後も金利の動向を注視するなどリスク管理を行い、安定し
た運用益を得ることが求められる。
　法人の主たる事業である助成事業は公益事業であることから、公益法人として引き続き公益性を確実に確保し続けること
が求められる。

８．経営評価委員会による経営評価結果

【経営状況に関する各数値、指標の増減理由】

　平成24年度以降利息収入が増加し、平成25年度は急激な円安の影響を受けたため、例年より突出して増加した。平成28
年度は基本財産で保有する全ての有価証券を安全確実性のある国債・地方債等で運用しており、国債金利水準の低迷の影
響はあるものの利息収入の確保や管理経費の節減に努め、豊前海の漁業振興事業を実施した。

６．団体（経営責任者）の自己点検評価

　国債金利水準の低迷や平成20年以降の急速な金融情勢の悪化の中、安全確実性を重視し国債・地方債等により基本財
産等の運用を行った結果、事業実施に必要な収入を確保することができた。今後も安全確実性を重視しつつ、市場の動向を
注視しより利率が高く条件のよい有価証券の運用に努め安定的な収入を確保し、豊前海の漁業の振興のための各種事業を
展開していく。

７．外部専門家の意見

・ 基本財産等の運用利回り及び運用収入は前年度と同水準にある。収益と費用にかい離が見られることから、今後、各種事
業の精選や管理経費の節減等に取り組み、持続可能な経営に取り組むことが求められる。
・ 運用財産の一部については、元本割れのリスクのある銘柄で運用されており、厳格なリスク管理が必要である。
・ 団体が行う助成事業について、事業終了時の評価は実施されており、引き続き事業の公益性の確保に努める必要があ
る。

【常勤役職員の報酬・給与に関する状況（平成28年度）】

常勤役員平均年齢 65.0歳 常勤役員平均年収 6,100千円 常勤職員平均年齢 70.0歳 常勤職員平均年収 3,874千円

【団体毎の経営評価指標】

基本財産平均運用利率 2.0 3.7 2.0 0.9 0.9

受託事業外注費比率 - - - - -
収益事業比率 - - - - -
人件費率　（＝D/A) 22.1 13.1 20.0 33.5 36.2
県財政支出率　（＝B/A) 11.8 6.9 10.6 18.1 19.9

【財務指標】
正味財産比率 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　K 6,100 5,887 6,100 6,100 6,100
当期指定正味財産増減額　J - - - - -
当期一般正味財産増減額　I=(F+G) 1,030 16,287 △4,689 △5,184 1,997
経常外損益　G - △15 - 14,120 24,272
経常増減額　F=(A-C+E) 1,030 16,302 △4,689 △19,304 △ 22,275

11,510 11,266 11,133
評価損益等合計額　E - - - - -

　うち最も多額な項目
基本財産受取利息 基本財産受取利息

　うち人件費総額　D 11,425 11,258
経常費用　C 50,700 69,618

41,012
62,219 52,929 52,986

基本財産受取利息 基本財産受取利息 基本財産受取利息

74,140 39,845 18,584 19,042

　　内訳：委託料 - - - - -
　　内訳：補助負担金 6,100 5,887 6,100 6,100 6,100
　うち県財政支出額　B 6,100 5,887 6,100 6,100 6,100
経常収益　A 51,730 85,920 57,531 33,625 30,711
【正味財産増減計算書】　Sheet4　法人全体より転記

-
- - - - -

団体債務保証額 - - - -

県債務保証額又は損失補償額 - - - - -
正味財産合計 2,291,327 2,307,614 2,302,925 2,297,742 2,299,739
　うち県からの借入金額 - - - - -
　うち借入金額 - - - - -
負債合計 187 243 241 223 224
　うち特定資産 210,000 210,000 215,000 215,000 220,000

５．経営状況（公益法人）
項目 H24 H25 H26 H27 H28

　うち金銭債権 373 - 247 247 247

【貸借対照表】
資産合計 2,291,513 2,307,857 2,303,166 2,297,965 2,299,963

sheet 2（公益法人）



別　紙

単 位 H23 H24 H25 H26 H27 H28

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

19,976

5,084

※自己評価について　　・・・
Ａ．達成されている。概ね達成されている。　　　　　B．目標達成に向けた取組みは行っており、概ね評価できる。
Ｃ．目標の達成は難しい。

Ａ

Ｂ

Ａ

検討

実施

-

実施

・H25.4.1公益財団法人移行と同
時に、代表者を常勤役員とし、外
部有識者（税理士）を監事に登用
するなど、役員の体制を整備して
おり、平成28年度も継続して体制
を確保している。

- 検討 実施 実施

24.7

検討

Ａ

Ａ

・平成28年度は、基本財産で保有
する全ての有価証券を国債・地方
債等で運用したため、市場の動
向を注視しより利率の高い証券で
運用するよう努めたものの、平成
26年度まで保有していた外国債
の利率と比較すると低いことから
利息収入が減少した。よって、有
価証券売却益（経常外収益）によ
り収入を補った。
・記載している県財政支出率及び
人件費率は経常収益により算出
した率であるが、経常外収益も含
めると、それぞれ目標値を達成し
ていることから、A評価としてい
る。（経常外収益を含む県財政支
出率：11.1%、同人件費率：20.2%）
・今後も国債・地方債等の運用で
安全確実性を重視しつつ、より利
率が高く条件のよい証券を保有
できるよう情報収集に努め収入を
確保することで、県財政支出率、
人件費率の抑制に努める。
・H25.4.1公益財団法人移行と同
時に、H20公益法人会計基準の
導入を行っており、平成28年度も
適切な会計処理を行った。

Ａ

Ａ

13.0

24.7

12.7 11.8

36.222.1 13.1

実施

1.8 2.0

1.8 1.9

20.0 33.5

実施

13.0

19.9

②資源回復計画推進事業、
漁業先進的技術導入事業等
に助成して、資源管理型漁業
及び先進的漁業の推進を図
る。

資源管理型漁業推
進等事業費助成金
等

千円

5,084

①種苗の中間育成及び放流
事業等に助成して栽培漁業
を促進する。

②信頼性、透明性を向上させ
る。

外部専門家の監事
への登用

-

県財政支出率 ％

③財務情報を明確化するた
め、早急に新・新公益法人会
計基準を導入する。

公益法人会計基準
（平成20年改正基
準）の導入

-

②安定的な基金の運用に努
める。

基本財産平均運用
利率

③豊前海区漁協青壮年協議
会が行う研修会、技術交流
会等に助成して、若年漁業者
の技術、知見の向上を図る。

漁業者の育成等に
関する事業

千円

11,379 11,586 14,524

％

４-②．中期経営計画における改善目標の達成状況

検討 実施

実施

実施

0.9

①厳しい金融情勢の中で、可
能な限り収益確保に努め、県
財政支出率等の増加を最小
限に抑える。

6.9

3.7

実施

10.6

種苗中間育成放流
助成金

千円

18,234

①団体の経営責任を明確に
するため、役員の見直しを行
う。

34,736

11,856

事業活動・住民
サービス

　平成20年夏以降の金融危機及び平成21年以降に急激に進行した円高により、利息収入が減少傾向にあったが、平成23年度から平成25年度までは前年度を上回
る収入を確保しており、特に平成25年度は急激な円安の影響を受け例年より突出して増加した。平成28年度は利息収入の確保や管理経費の節減に努め各種事業
を実施した。今後も安全確実性を重視しつつ市場の動向を注視し、より利率が高く条件のよい有価証券の運用に努め、安定的な収入を確保し豊前海の漁業の振興
のための各種事業を展開していく。
　また、平成25年4月1日からの公益財団法人への移行にあわせて、代表者を常勤役員とし、外部有識者を監事へ登用するなど役員体制を整備するとともに、平成20
年公益法人会計基準を導入しており、平成28年度も引き続き、公益法人の適切な運営に努めた。

18,234

13,088

14,992 16,260

11,856

5,084

24,339

5,084 5,084 5,124

④漁業に関する理解や魚食
普及を推進するための事業
を実施する。

新規事業（魚食普及
等）の実施

-

- 検討 検討

③基本財産の運用を担当す
る役職員の専門知識を向上
させる。

債権等金融商品に
関する研修会への
参加

-

検討 検討

実施

検討 実施

代表者を専任の常
勤職とする

-

指標

検討

18.1

17,221

実施-

18,821

4,863

人件費率 ％

23.7

16,082

実施検討

検討

改善目標区分の達成に向けた
H28の取組状況

実施 実施実施 実施

-

実施 実施

実施

実施 実施

実施

4,749

実施

・近年は、厳しい収益環境の下で
利息収入が減少していたが、平
成23年度から増加傾向となり、平
成25年度には急激な円安の影響
を受け例年より突出して増加し
た。
・平成28年度は基本財産で保有
する全ての有価証券を安全確実
性のある国債・地方債等で運用し
ているため利息収入は減少して
いるが、市場の動向を注視しなが
ら運用益の確保に努め、更に管
理経費を節減し各種事業を着実
に実施した結果、ほとんどの事業
で目標を達成した。

自己
評価

Ａ

達成状況（まとめ）

上段：計画　下段：実績

2.0 0.9

実施

改善目標の
区分（視点）

目標達成に向けた具体的
な取組、戦略等

代表者への県三役
就任見直し

財務会計

内部管理

-

実施 実施-

実施

実施

計画性

公益性

等

経済性

効率性

等

健全性

等

sheet 3(別紙)



単位

千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円
千円
千円
千円
千円

千円

千円

千円
千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円
千円
千円
千円
千円

千円

千円

千円

千円
千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円
（注）表示単位未満四捨五入の関係で、数式による算出値と表示が一致しない場合がある。

- -

- - -

基本財産受取利息

-

6,100

28,784
6,100
6,100

-
基本財産受取利息

18,584
49,818

-

-

-

△9,348
-

6,100

-

29,242

19,042

- -

-

2,794

-

15,695

△15

1,737

1,772

1,467

-

-

3,111

-

1,824

基本財産受取利息

589

-

592

-

589
-

特定資産受取利息

1,836

5,298

607

-

-

3,401
589

-

-

9,423

15,695

基本財産受取利息

74,140
66,823

5,298

基本財産受取利息

△5,184

- 14,120

他会計振替額　H③

69,618
11,258

　　内訳：補助負担金

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　K②

他会計振替額　H②

経常増減額　F①=(A①-C①+E①)

経常外損益　G①

当期一般正味財産増減額　I①=(F①+G①+H①)

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　K①

経常収益　A②

-

△9,348

当期指定正味財産増減額　J①

経常費用　C①

　うち人件費総額　D①

　うち県財政支出額　B②

他会計振替額　H①

経常収益　A①

　うち県財政支出額　B①

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　K③

　うち人件費総額　D③

経常増減額　F③=(A③-C③+E③)

経常外損益　G③

当期一般正味財産増減額　I③=(F③+G③+H③)

当期指定正味財産増減額　J③

評価損益等合計額　E③

　　内訳：委託料

経常費用　C②

　うち人件費総額　D②

経常増減額　F②=(A②-C②+E②)

　うち最も多額な項目

評価損益等合計額　E②

　うち県財政支出額　B③

当期一般正味財産増減額　I②=(F②+G②+H②)

当期指定正味財産増減額　J②

経常外損益　G②

　　内訳：補助負担金
　　内訳：委託料

経常費用　C③

経常収益　A③

　うち最も多額な項目

-

-

1,803

△ 1,202

570

-

H28項目 H24 H25 H26

法
人
会
計
③

特定資産受取利息

85,920

-

2,671

公
益
目
的
事
業
会
計
①

法
人
全
体

（
①
～
③

）

30,711

　うち最も多額な項目

収
益
事
業
等
会
計
②

9,330

6,100

1,997

経常収益　A

　うち県財政支出額　B

　　内訳：補助負担金
　　内訳：委託料

-

50,314

1,469
-

　　内訳：補助負担金
　　内訳：委託料

△ 22,275

19,042
52,986

24,272

18,584
基本財産受取利息

6,100

△19,304

11,510 11,266

△4,689

△4,689

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　K

　うち最も多額な項目

５－②．経営状況（内訳表）

6,100
6,100

-

H27
【正味財産増減計算書】

6,100

△ 21,073

57,531 33,625
6,100 6,100

62,219

-

基本財産受取利息

11,133
52,929

39,845

6,100 6,100
-- -

5,887

経常費用　C

　うち人件費総額　D

経常増減額　F=(A-C+E)

経常外損益　G

当期一般正味財産増減額　I=(F+G)

評価損益等合計額　E

当期指定正味財産増減額　J

74,140

9,647

50,045
6,100
6,100

-

59,392

基本財産受取利息

39,845

16,287

5,887
82,518

5,887

-
16,302

△15

2,827

7,486
-

1,731

-

1,731

-

特定資産受取利息

4,813

4,659

-

1,863

4,659

-

-

-

7,461

4,842
-

-

- --

-
-

特定資産受取利息

評価損益等合計額　E①

6,100

22,500

1,427

6,100

9,442

△21,035
14,120

-

△6,915

- -

6,100

5,298

sheet 4（公益法人）


